
三木市における

施設機能強化推進費加算（対象費用一覧） 三木市　教育・保育課

【基本的条件】

【対象になるもの】

品名 留意事項

AED
月々のリース料や、消耗品（バッテリーやパッド）の交換費用も可。研修用マネキン

も可。保証金は不可。

アレルギービブス（非常時用） 通常のビブスは不可

懐中電灯 ソーラー・手回し式のみ可。電池式・充電式は不可

カイロ

拡声器

家具転倒防止器具

カセットコンロ プロパン型に限る。IHコンロは不可。

カセットコンロ用ガスボンベ

ガラス飛散防止フィルム

感震ブレーカー 設置費用は対象外。

救急箱（災害用）

救助用工具（バール等）

軍手 備蓄品として備えるもののみ

訓練用消火器

研修費用（教材） ＤＶＤ等の映像資料など

研修費用（講師交通費） 講師接待費は不可。

研修費用（講師謝金） 講師接待費は不可。

研修費用（防火管理者講習受講料）

災害時用ワンタッチテント

災害用浄水器

地震速報器 設置費用は対象外。

瞬間冷却材

消火器（防災訓練用） 消防法に基づき設置する消火器は対象外。

ストーブ（燃料型） 電気・都市ガス使用のものは不可

だっこひも（複数人用）
1人のみ背負うものは不可。研修や避難訓練時等により使用方法を確認しておくこ

と。

担架

蓄電池（非常用）

使い捨て食器類（備蓄用）

トイレ（災害用簡易式） 同時使用する凝固剤や処理袋も可

トイレテント(災害用）

投光器

土嚢・水嚢

・防災に関する取組の実施方法の例示

　ⅰ 地域住民等への防災支援協力体制の整備及び合同避難訓練等を実施する。

　ⅱ 職員等への防災教育、訓練の実施及び避難具の整備を促進する。

・取組に必要となる経費の総額が、概ね16万円以上見込まれること。

・支出対象経費

　需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費、修繕費、食糧費（茶菓）、光熱水費、医療材料費）・役務費（通信運搬費）・旅費・謝

金・備品購入費・原材料費・使用料及び賃借料・賃金・委託費（防災訓練及び避難具の整備等に要する特別の経費に限り、教育・保育

の提供に当たって、通常要する費用は含まない。）

（１）加算の要件

　施設における火災・地震等の災害時に備え、職員等の防災教育及び災害発生時の安全かつ、迅速な避難誘導体制を充実する等の施設

の総合的な防災対策を図る取組 （注１・注２・注３）を行う施設で、子育て支援の取組を複数実施する施設に加算する。



トランシーバー（災害に特化したもの）

トリアージタッグ

寝袋(非常用）

発電機 自家発電機等、持ち出し可能なもの。

非常用持ち出し袋 主たる使用目的が災害時ではないもの（レジャー用のリュック等）は対象外。

備蓄食料 「非常用」「備蓄用」と分かるもののみ対象とする。

避難車（ノーパンク仕様のものに限る）

ヘルメット

ホイッスル 備蓄品として備えるもののみ

防寒シート

防災頭巾 園の備品として備える場合のみ対象

ポリタンク（飲料水等長期保存用）

毛布 品名に「災害用」「備蓄用」と明記されているものに限る

幼児用誘導ロープ

ライフジャケット

ラジオ ソーラー・手回し式のみ可。電池式・充電式は不可

ランタン ソーラー・手回し式のみ可。電池式・充電式は不可

その他、防災訓練及び避難具の整備等に要する

特別の経費で、市長が認めるもの

教育・保育の提供に当たって、通常要する物品は含まない。

リストにないものは、必ず事前に課に確認すること。

【対象にならないもの】

考え方 例

災害時に使用することが効果的とは認められ

ず、通常保育への使用が懸念されるもの
すのこ、マット、組み立て式テント、パラソル、ベビーサークル、雨具等

「防犯」に関する備品はこの加算の対象外。 さすまた、カラーボール、防犯ブザー、監視カメラ、防犯砂利等

消防法において設置が義務化されているものは

不可

火災報知器やスプリンクラー、消防機関への通報装置や避難器具、

消火器、発煙筒（訓練用でないもの）

防炎カーテンや防炎絨毯等の防炎対象物品

猛暑は災害に定義されない。また、日頃使用し

て意味がある物品のため対象外のもの。
暑さ指数計（WBGT計）

保育の提供にあたり、通常必要なもの
おむつ、おまる、消毒用資材（アルコール等）、テレビ、金庫、筆記用具、延長コー

ド等、「災害時」にしか使わないわけではないもの。

使用期限が短く、備蓄に適さないもの ウェットティッシュ、使用期限が短い乾電池等

基本的には、災害が起こったときに真価を発揮するものが対象です。

災害時にある方が良いものであっても、そもそも通常の保育の提供に際し使用する物品は対象外です。

また、「防災」に関するものが対象なので、「防犯」に関するものは対象外です。

なお、火災対策であっても、消防法において設置が義務化されているものは対象外です。


